
首都直下地震帰宅困難者等対策協議会規約（改正案） 

※改正箇所下線部 

 

（名 称） 

第１条 本協議会は、首都直下地震帰宅困難者等対策協議会（以下「協議会」という。）と

称する。 

 

（目 的） 

第２条 協議会は、首都直下地震の帰宅困難者等対策について、自助・共助・公助の総合

的な対応を図るため、国、地方公共団体、企業等がそれぞれの取組に係る情報を共有す

るとともに、相互に連携・協働して取組むべき横断的な課題について検討することを目

的とする。 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別紙１の協議会構成員をもって組織する。 

２ 座長は、内閣府政策統括官（防災担当）及び東京都副知事が共同で務める。 

３ 座長は、協議会構成員以外の者で帰宅困難者等対策に関わりが深い者をオブザーバー

として協議会へ出席させることができる。 

 

（協議会） 

第４条 協議会は、座長が招集する。 

２ 座長は、第３条第３項によるもののほか、必要があると認めるときは、協議会構成員

以外の者を協議会に出席させ、意見等を求めることができる。 

３ 協議会の議事は、別に定める場合を除くほか、出席した協議会構成員の過半数をもっ

て決する。 

 

（幹事会） 

第５条 協議会の円滑な運営を補助し、実務的な課題を検討するため、協議会に幹事会を

置く。 

２ 幹事会は、協議会構成員及び協議会オブザーバーの所属する機関から、別紙２の構成

員をもって組織する。 

３ 幹事長は、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（地震・火山・大規模水害対策担

当）及び東京都総務局総合防災部長が共同で務める。 

４ 幹事長は、必要があると認めるときは、幹事会構成員以外の者を幹事会に出席させ、

意見等を求めることができる。 

５ その他の幹事会の運営に関し必要な事項は、幹事長が定める。 

 

（ワーキンググループ） 

第６条 特定の議題について検討を行うため、幹事会にワーキンググループを置くことが

できる。 

２ ワーキンググループの構成については、幹事長が定める。 

３ ワーキンググループの運営に関し必要な事項は、幹事長が定める。 

 

（事務局） 

第７条 協議会の事務は、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（地震・火山・大規模

水害対策担当）付及び東京都総務局総合防災部が共同で処理する。 

 



（雑 則） 

第８条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は、座長が協議会に諮って定める。 

 

附 則 

この規約は、平成２３年９月２０日より施行する。 

 

附 則 

 この規約は、平成２３年１１月２２日より施行する。 

 

附 則 

 この規約は、平成２４年３月９日より施行する。
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